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こ
れ
か
ら
の
再
任
用
制
度
に
つ
い
て

議
員　

再
任
用
制
度
に
関
わ

る
当
市
の
現
状
と
課
題
を
教

え
て
下
さ
い
。

総
務
部
長　

令
和
３
年
の
再

任
用
職
員
数
は
29
名
、
全
て

フ
ル
タ
イ
ム
勤
務
で
す
。
令

和
５
年
度
か
ら
定
年
退
職
年

齢
が
、
段
階
的
に
引
上
げ
を

予
定
さ
れ
、
そ
の
引
上
げ
に

伴
い
、
現
行
の
再
任
用
制
度

が
廃
止
と
な
り
、
定
年
の
段

階
的
な
引
上
げ
期
間
中
は
、

経
過
措
置
と
し
て
同
様
の
暫

定
再
任
用
制
度
に
移
行
し
ま

す
。

　

な
お
、
定
年
の
段
階
的
な

引
上
げ
以
降
の
10
年
間
に
お

い
て
、
60
歳
を
超
え
る
職
員

数
は
、
40
名
前
後
で
推
移
す

る
と
見
込
み
ま
す
。

議
員　

再
任
用
の
期
間
が
５

年
間
と
期
間
が
長
く
な
る
中

で
、
配
置
換
え
、
標
準
的
な

役
職
で
の
再
任
用
、
場
合
に

よ
っ
て
は
イ
レ
ギ
ュ
ラ
ー
な

ケ
ー
ス
が
生
じ
る
場
合
も
含

め
、
誰
も
が
納
得
が
で
き
る

透
明
性
の
あ
る
ル
ー
ル
を
早

急
に
作
成
す
る
必
要
が
あ
る

と
思
い
ま
す
が
、
今
年
度
か

ら
ル
ー
ル
を
作
っ
て
頂
き
、

来
年
度
か
ら
実
施
す
る
と
い

う
よ
う
に
考
え
て
頂
け
ま
せ

ん
か
。

市
長　

現
在
、
新
た
に
始
ま

る
定
年
延
長
と
再
任
用
の
制

度
の
完
成
が
重
な
る
過
渡
期

の
中
で
、
当
然
の
こ
と
な
が

ら
定
年
延
長
を
さ
れ
て
い
く

プ
ロ
セ
ス
に
合
わ
せ
て
、
新

た
な
ル
ー
ル
づ
く
り
が
必
要

で
あ
る
と
考
え
、
検
討
は
早

急
に
必
要
に
応
じ
て
始
め
て

い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と

思
い
ま
す
の
で
、
今
年
度
か

ら
ス
タ
ー
ト
す
る
と
認
識
し

て
頂
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

掲
載
以
外
の
質
問
項
目

◆
中
山
市
政
３
期
目
の
総
括

に
つ
い
て

「決議案」を可決しました
　令和３年第３回定例会最終日である、９月 15
日、椎塚俊裕議員ほか６名の議員から、「中山一
生市長に対する問責決議案」が提出され、採決の
結果、賛成多数で可決されました。主な内容は、
下記のとおりです。
中山一生市長に対する問責決議
　元副市長・元職員・職員及び元社会福祉協議会
理事が、官談合防止法違反の疑いで起訴された。　
　本市行政に対する市民の信頼は完全に失墜する
不祥事となった。そのような中、中山市長は、６
月議会に新たな副市長の選任議案提出に向けて各
議員等に調整を進めたが、賛同を得ることができ
ないと判断し選任議案の提案を見送った。しか
し、６月議会閉会２週間後に、議会に説明するこ
となく、独断で同一人物を特定任期付職員として
採用し、さらに人件費に係る補正予算の専決処分
も行った。専決処分は、本来は議会が議決すべき
事件を、住民サービスの停滞を防ぐ観点から、議
会を招集する時間的余裕がない場合に例外的に市
長が議会に代わり意思決定することであり、今回
の行為は、市長都合によるものであり、客観的に
みても要件は認められない。このような市長の対
応は、市政の混乱に拍車をかける行動である。
　よって、龍ケ崎市議会は、龍ケ崎市長中山一生
氏に対し、地方自治法第１７９条第４項の規定に
基づき、必要な是正措置を早期に講じるとともに、
このような政治的手法を使わないよう求め、猛省
を促し、その責任を強く問うものである。
　以上、決議する。
　　令和３年９月１５日　龍ケ崎市議会

　龍ケ崎市議会は、令和４年度地方財政対策及び
地方税制改正に向けて、「コロナ禍による厳しい
財政状況に対処し地方税財源の充実を求める意見
書」を、衆参両院議長、内閣総理大臣、内閣官房
長官、総務大臣、財務大臣、経済産業大臣、経済
再生担当大臣へ、９月 16 日付で提出しました。
意見書で要望した主な内容は、下記のとおりです。

１　令和４年度以降３年間の地方一般財源総額に
　ついては、他の地方歳出に不合理なしわ寄せが
　なされないよう、十分な総額を確保すること。
２　固定資産税は、市の重要な基幹税であり、市
　制度の根幹を揺るがす見直しは断じて行わない
　こと。生産性革命の実現や新型コロナウイルス
　感染症緊急経済対策として講じた措置は、今回
　限りとし、期限の到来をもって確実に終了する
　こと。
３　令和３年度税制改正において土地に係る固定
　資産税について講じた、課税標準額を令和２年
　度と同額とする負担調整措置については、令和
　３年度限りとすること。　
４　令和３年度税制改正により講じられた自動車
　税・軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減の延
　長について、更なる延長は断じて行わないこと。
５ 炭素に係る税を創設又は拡充する場合には、
　その一部を地方税又は地方譲与税として地方に
　税源配分すること。

「意見書」を提出しました

※　決議及び意見書は、市議会ホームページに
　掲載しています

▲誰もが納得できる再任
　用制度のルール作りを


